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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第73期中 第74期中 第75期中 第73期 第74期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 13,075 13,547 12,703 25,244 26,981

経常利益 (百万円) 234 322 375 334 386

中間(当期)純利益 (百万円) 223 1,792 388 498 1,296

純資産額 (百万円) 7,348 9,622 7,155 10,480 7,922

総資産額 (百万円) 39,470 38,728 31,971 41,667 33,922

１株当たり純資産額 (円) 287.29 358.21 266.35 389.31 294.91

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 8.76 66.72 14.48 18.17 48.26

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.6 24.8 22.4 25.2 23.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △268 85 250 △129 731

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △639 2,192 △550 466 1,284

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 578 △2,243 △291 △1,229 △2,485

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 2,228 1,698 608 1,664 1,200

従業員数 (名) 89 90 85 90 82



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第73期中 第74期中 第75期中 第73期 第74期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 8,733 9,496 9,071 17,427 18,743

経常利益 (百万円) 165 245 266 72 348

中間(当期)純利益 (百万円) 168 1,732 292 232 1,004

資本金 (百万円) 1,750 1,750 1,750 1,750 1,750

発行済株式総数 (千株) 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000

純資産額 (百万円) 9,852 11,371 8,425 12,200 9,344

総資産額 (百万円) 39,854 39,523 32,723 41,588 34,775

１株当たり純資産額 (円) 328.49 379.16 280.94 406.30 311.57

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 5.62 57.76 9.74 7.26 33.51

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 5.0 5.0

自己資本比率 (％) 24.7 28.8 25.7 29.3 26.9

従業員数 (名) 45 46 47 45 44



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は、塩水港精糖労働組合と称し、昭和40年７月に結成され、平成19年９月30

日現在の組合員数は43名(子会社への出向社員を含む)であります。 

なお、労使関係は円滑な関係にあり、会社と組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

食品事業 84

その他事業 1

合計 85

従業員数(名) 47



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業業績が概ね好調に推移し、雇用環境の改善が進み回復基調

を保ちました。しかしその一方で、住民税の増加等を背景に個人消費は足踏みし、設備投資の伸びの鈍

化が見られ、また米国経済減速が懸念されるなど不安材料を抱えた状況で推移しました。 

当中間連結会計期間の精糖業界は、国内砂糖需要が低迷する中、依然として安価な加糖調製品の輸入

増加に加え、代替甘味料の台頭等により厳しい販売環境下にありました。 

海外原糖市況につきましては、期初10.86セント（ポンド当たりニューヨーク粗糖現物相場。以下同

じ。）で始まりましたが、生産主要国ブラジル、インドの増産見通しから、5月16日には小幅ながら期

中最安値の10.14セントをつけました。その後は、ブラジル国内で収穫されるさとうきびのエタノール

への生産比率上昇予想から、じりじりと上昇に転じ、7月19日には期中最高値の12.72セントをつけ、結

局、当中間連結会計期間は11.83セントで終了いたしました。かかる状況の下で、当社の原糖部門は慎

重な原糖買付けと為替予約を行いました。 

国内精糖市況につきましては、東京上白糖現物相場は期初154～155円（1㎏当たり。以下同じ。）で

始まりましたが、保ち合いのまま当中間連結会計期間を終了しました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりです。 

① 食品事業 

砂糖営業部門は、原油価格の高止まりの影響から包装副資材費、物流費等の製造販売コストが上昇

する中、採算重視の販売に取り組むとともに、コスト削減に努めました。 

業務用製品につきましては、梅雨明けの遅れ等により特に飲料向けの荷動きが低調であったこと

と、安価な加糖調製品の輸入や新甘味料の台頭等の影響を受け、販売数量は大幅な減少となりまし

た。 

家庭用製品につきましては、量販店向けの取り組みを強化したことが効果をあげ、販売数量は前年

同期を上回ることが出来ました。 

以上により、精糖売上高は11,402百万円（前年同期比887百万円減）となりました。 

砂糖製造部門は、横浜市及び大阪府泉佐野市の両工場における精糖共同生産はそれぞれ順調に推移

し、製造コスト面では計画どおりの成果をあげることが出来ました。 

オリゴ糖部門は、市販用「オリゴのおかげ」シリーズに、従来の整腸機能に加え新たにカルシウム

吸収促進機能が認められ「オリゴのおかげ・ダブルサポート」の名称で特定保健用食品（トクホ）の

許可を取得しました。新商品は7月から販売を開始しましたが、これを機に市販用・薬系用「オリゴ

のおかげ」シリーズの新たな顧客創造と市場開拓を図るため、今夏、10年振りにテレビCM等を行いま

した。しかしながら、期初の立ち遅れから、市販用・薬系用シリーズの販売数量は前年同期比98％に

とどまりました。また業務用については、新規ユーザーの開拓に努めましたが販売数量は前年同期を

下回る結果になりました。 

以上により、同部門全体では売上高は444百万円（前年同期比15百万円減）となりました。 



サイクロデキストリン（ＣＤ）部門は、飲料用途向けや練り製品向けのＣＤが好調に推移し、ＣＤ

一次品（素材としてのＣＤそのもの）は販売増となりました。ＣＤ二次品（ＣＤで加工した製品）は

前年同期並みで推移したものの、同部門全体の売上高は448百万円（前年同期比58百万円増）となり

ました。 

また、メタボリックシンドローム対応商材として、血糖値上昇抑制と体脂肪蓄積抑制作用を有する

スリランカ原産植物の「コタラヒムブツ」を原料にした加工製品「コタラヒムエキス末（素材品）」

及び「コタラヒム（市販品）」の拡販に努めました。 

研究開発部門は、整腸と免疫調節機能を有するα－結合ガラクトオリゴ糖については用途開発に努

め、また肝機能改善効果を有する栄養ドリンク素材グルクロン酸については低コスト化を目指し新製

法の開発に努め、それぞれ一定の成果をあげました。ＣＤの分野ではアンチエイジングに関与する成

分の生体利用効率を高める研究開発を中心に新素材商品の開発に取り組みました。乳果オリゴ糖の分

野では低コスト化と他社製品との差別化のための研究開発にそれぞれ努めました。また、「コタラヒ

ムブツ」に関しては、メタボリックシンドローム対応商材としての新商品開発に努めました。 

以上の結果、食品事業の売上高は12,295百万円（前年同期比844百万円減）、営業利益は414百万円

（前年同期比24百万円増）となりました。 

② その他事業 

不動産賃貸部門は、関西製糖株式会社への大阪工場設備賃貸等により、売上高は408百万円（前年

同期比1百万円増）、営業利益は79百万円（前年同期比3百万円減）となりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の連結業績につきましては、売上高は12,703百万円（前年同期比

843百万円減）、経常利益は375百万円（前年同期比53百万円増）、中間純利益は388百万円（前年同

期比1,403百万円減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費等により250百万円（前年

同期比165百万円増）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により△550百万円（前年

同期比2,743百万円減）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済による支出等により△291百万円（前年同

期比1,951百万円増）となりました。 

以上により、現金及び現金同等物の中間期末残高は608百万円（前年同期比1,090百万円減）となりま

した。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

食品事業 9,286 97.4

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

食品事業 12,295 93.6

その他事業 408 100.3

合計 12,703 93.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

研究開発部門は、整腸と免疫調節機能を有するα－結合ガラクトオリゴ糖については用途開発に努め、

また肝機能改善効果を有する栄養ドリンク素材グルクロン酸については低コスト化を目指し新製法の開発

に努め、それぞれ一定の成果をあげました。ＣＤの分野ではアンチエイジングに関与する成分の生体利用

効率を高める研究開発を中心に新素材商品の開発に取り組みました。乳果オリゴ糖の分野では低コスト化

と他社製品との差別化のための研究開発にそれぞれ努めました。また、「コタラヒムブツ」に関しては、

メタボリックシンドローム対応商材としての新商品開発に努めました。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は70百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主な設備に異動はありません。 

  

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,000,000 35,000,000
東京証券取引所
(市場第２部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 35,000,000 35,000,000 ― ―



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 35,000 ― 1,750 ― 345



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 株式会社パールエース及び南西糖業株式会社が所有している上記株式については、会社法施行規則第67条の規

定により議決権の行使が制限されております。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が43,000株含まれておりま

す。なお、「議決権の数(個)」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数43個は含まれており 

ません。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式538株が含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 8,400 24.00

塩水港精糖株式会社 東京都中央区日本橋堀留町２丁目９－６ 5,009 14.31

株式会社パールエース 東京都千代田区大手町１丁目１－２ 2,878 8.22

株式会社みずほコーポレート 
銀行

東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 1,495 4.27

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 603 1.72

大東通商株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－１ 500 1.43

南西糖業株式会社 鹿児島県鹿児島市金生町２－１５ 500 1.43

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 451 1.29

村 上 真之助 兵庫県姫路市 390 1.11

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目２７-２ 345 0.99

計 ― 20,571 58.78

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 
普通株式

5,009,000
（相互保有株式） 
 普通株式

3,378,000

―
株主としての権利の内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,587,000
26,544 同上

単元未満株式
普通株式

26,000
― 同上

発行済株式総数 35,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 26,544 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
塩水港精糖株式会社

東京都中央区日本橋堀留町
二丁目９－６

5,009,000 ─ 5,009,000 14.31

(相互保有株式) 
株式会社パールエース

東京都千代田区大手町 
１丁目１－２

2,878,000 ─ 2,878,000 8.22

南西糖業株式会社
鹿児島県鹿児島市金生町
２－15

500,000 ─ 500,000 1.43

計 ― 8,387,000 ─ 8,387,000 23.96

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 329 311 315 304 280 242

最低(円) 297 280 289 274 226 220



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間

連結財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,698 608 1,200

 ２ 受取手形及び売掛金 (※4) 1,640 1,768 1,690

 ３ 有価証券 (※2) ― 120 ─

 ４ たな卸資産 2,579 2,008 2,022

 ５ 繰延税金資産 150 80 81

 ６ その他 872 353 515

 ７ 貸倒引当金 ─ △7 △3

   流動資産合計 6,941 17.9 4,931 15.4 5,507 16.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産
(※ 
1,2)

  １ 建物及び構築物 4,546 4,227 4,263

  ２ 機械装置及び運搬具 2,657 2,489 2,636

  ３ 工具器具及び備品 54 37 39

  ４ 土地 6,155 5,209 5,209

  ５ 建設仮勘定 22 1,013 474

   有形固定資産合計 13,437 34.7 12,976 40.6 12,623 37.2

 (2) 無形固定資産

  １  のれん 70 50 60

  ２ その他 526 312 419

   無形固定資産合計 596 1.5 363 1.1 480 1.4

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 (※2) 17,214 12,827 14,605

  ２ 長期貸付金 312 678 500

  ３ 繰延税金資産 18 1 ─

  ４ その他 206 193 205

   投資その他の資産合計 17,751 45.9 13,700 42.9 15,311 45.2

   固定資産合計 31,786 82.1 27,040 84.6 28,415 83.8

   資産合計 38,728 100.0 31,971 100.0 33,922 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 (※4) 1,231 643 890

 ２ 短期借入金 (※2) 14,138 14,680 15,032

 ３ 未払法人税等 1,331 203 214

 ４ 未払消費税等 45 67 51

 ５ 賞与引当金 92 64 81

 ６ 繰延税金負債 ─ 4 7

 ７ その他 1,777 1,091 1,213

   流動負債合計 18,616 48.1 16,756 52.4 17,492 51.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 (※2) 5,845 4,905 4,710

 ２ 繰延税金負債 3,045 1,456 2,215

 ３ 退職給付引当金 1,359 1,375 1,317

 ４ 役員退職慰労引当金 109 170 125

 ５ その他 130 153 140

   固定負債合計 10,489 27.1 8,060 25.2 8,508 25.0

   負債合計 29,105 75.2 24,816 77.6 26,000 76.6



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,750 4.5 1,750 5.5 1,750 5.2

 ２ 資本剰余金 266 0.6 266 0.8 266 0.8

 ３ 利益剰余金 5,065 13.1 4,822 15.1 4,569 13.5

 ４ 自己株式 △3,116 △8.0 △3,116 △9.8 △3,116 △9.2

   株主資本合計 3,965 10.2 3,723 11.6 3,469 10.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

5,750 14.8 3,428 10.8 4,448 13.1

 ２ 繰延ヘッジ損益 △93 △0.2 3 0.0 3 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

5,656 14.6 3,431 10.8 4,452 13.1

   純資産合計 9,622 24.8 7,155 22.4 7,922 23.4

   負債純資産合計 38,728 100.0 31,971 100.0 33,922 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日  
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日  
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日   
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 13,547 100 12,703 100 26,981 100

Ⅱ 売上原価 11,424 84.3 10,464 82.4 22,517 83.5

   売上総利益 2,123 15.7 2,238 17.6 4,464 16.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 (※1)

 １ 販売費 890 ─ 3,022

 ２ 一般管理費 1,105 1,995 14.7 ─ 2,092 16.4 1,227 4,249 15.7

    営業利益 127 1.0 146 1.2 214 0.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 20 31 57

 ２ 受取配当金 96 123 98

 ３ 持分法による投資利益 220 176 332

 ４ デリバティブ利益 ― 27 ―

 ５ 雑収入 29 367 2.7 13 372 2.9 29 517 1.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 106 115 232

 ２ 支払手数料 27 24 54

 ３ 雑損失 38 172 1.3 2 143 1.1 57 345 1.3

    経常利益 322 2.4 375 3.0 386 1.4

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 3,313 221 3,305

 ２ 会員権売却益 ― ─ 54

 ３ その他特別利益 9 3,323 24.5 ─ 221 1.7 9 3,370 12.5

Ⅶ 特別損失

 １ 役員退職慰労金 25 22 27

 ２ たな卸資産廃棄損 ― 1 41

 ３ 建物除却損 536 ― 539

  ４ 大阪工場固定資産売却損 (※2) ─ ─ 1,219

 ５ 投資有価証券評価損 8 2 4

 ６ 会員権評価損 ― 0 2

 ７ その他特別損失 11 582 4.3 3 30 0.2 54 1,889 7.0

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

3,063 22.6 566 4.5 1,866 6.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,320 208 468

   法人税等調整額 △49 1,271 9.4 △30 177 1.4 101 570 2.1

   中間(当期)純利益 1,792 13.2 388 3.1 1,296 4.8



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,750 266 3,433 △3,119 2,330

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △135 △135

 役員賞与 △25 △25

 中間純利益 1,792 1,792

 自己株式の処分 0 3 3

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― 0 1,631 2 1,634

平成18年９月30日残高(百万円) 1,750 266 5,065 △3,116 3,965

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,149 ― 8,149 10,480

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △135

 役員賞与 △25

 中間純利益 1,792

 自己株式の処分 3

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△2,399 △93 △2,492 △2,492

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△2,399 △93 △2,492 △857

平成18年９月30日残高(百万円) 5,750 △93 5,656 9,622



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,750 266 4,569 △3,116 3,469

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △135 △135

 中間純利益 388 388

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
─ ─ 253 ─ 253

平成19年９月30日残高(百万円) 1,750 266 4,822 △3,116 3,723

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,448 3 4,452 7,922

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △135

 中間純利益 388

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,020 △0 △1,020 △1,020

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,020 △0 △1,020 △767

平成19年９月30日残高(百万円) 3,428 3 3,431 7,155



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,750 266 3,433 △3,119 2,330

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 （注） △135 △135

 役員賞与 （注） △25 △25

 当期純利益 1,296 1,296

 自己株式の処分 0 3 3

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
― 0 1,135 2 1,138

平成19年３月31日残高(百万円) 1,750 266 4,569 △3,116 3,469

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,149 ─ 8,149 10,480

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 （注） △135

 役員賞与 （注） △25

 当期純利益 1,296

 自己株式の処分 3

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△3,700 3 △3,696 △3,696

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△3,700 3 △3,696 △2,557

平成19年３月31日残高(百万円) 4,448 3 4,452 7,922



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

3,063 566 1,866

 ２ 減価償却費 404 404 801

 ３ のれん償却額 10 10 20

 ４ 退職給付引当金の増減額 38 58 △ 3

 ５ 役員退職慰労引当金の 
   増減額

11 44 27

 ６ 賞与引当金の増減額 △2 △ 16 △ 13

 ７ 貸倒引当金の増減額 0 3 2

 ８ 受取利息及び受取配当金 △117 △ 155 △ 155

 ９ 支払利息 106 115 232

 10 為替差損益 ― △0 △ 4

 11 持分法による投資損益 △220 △ 176 △ 332

 12 有形固定資産除却損 536 ― 1,759

 13 投資有価証券評価損 8 2 4

 14 投資有価証券売却損益 △3,313 △ 221 △ 3,305

 15 その他の投資売却損益 ― ─ △ 54

 16 その他の投資評価損 ― 0 2

 17 売上債権の増減額 △52 △ 77 △ 102

 18 たな卸資産の増減額 △572 14 △ 15

 19 その他の資産の増減額 37 173 389

 20 仕入債務の増減額 399 △ 247 58

 21 未払消費税等の増減額 3 15 9

 22 その他の負債の増減額 156 △ 92 △ 206

 23 役員賞与の支払額 △25 ― △ 25

    小計 473 421 955

 24 利息及び配当金の受取額 117 153 666

 25 利息の支払額 △99 △ 116 △ 225

 26 法人税等の支払額 △406 △ 207 △ 665

    営業活動による 
    キャッシュ・フロー

85 250 731



 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の 
   取得による支出

△1,053 △ 679 △ 1,722

 ２ 有形固定資産の 
   除却による支出

― ― △ 118

 ３ 無形固定資産の 
   取得による支出

― ― △4

 ４ 投資有価証券の 
   取得による支出

△1,009 △ 31 △ 1,048

 ５ 投資有価証券の 
   売却による収入

4,456 336 4,499

 ６ その他の投資の 
   取得による支出

△72 △0 △ 81

 ７ その他の投資の 
   売却による収入

5 0 78

 ８ 貸付による支出 △220 △ 310 △ 510

 ９ 貸付金の回収による収入 86 132 191

    投資活動による 
    キャッシュ・フロー

2,192 △ 550 1,284

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 5,150 4,250 20,860

 ２ 短期借入金の返済 
   による支出

△7,500 △ 4,500 △ 22,300

 ３ 長期借入れによる収入 1,300 1,300 1,300

 ４ 長期借入金の返済 
   による支出

△1,062 △ 1,207 △ 2,213

 ５ 自己株式の取得 
   による支出

△0 ― △0

 ６ 自己株式の売却による収入 4 ─ 4

 ７ 配当金の支払額 △135 △ 134 △ 135

    財務活動による 
    キャッシュ・フロー

△2,243 △ 291 △ 2,485

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

― 0 4

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額

34 △ 592 △ 464

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

1,664 1,200 1,664

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

(※1) 1,698 608 1,200



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ３社(㈱パ

ールエース、㈱イーエス、㈱

横浜国際バイオ研究所)

なお、㈱横浜国際バイオ研究

所は平成18年５月31日解散い

たしました。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ２社(㈱パ

ールエース、㈱イーエス)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ２社(㈱イ

ーエス、㈱パールエース) 

(注) ㈱横浜国際バイオ研究

所は平成18年12月に清算結了

したため、連結の範囲から除

外しました。なお、清算結了

までの損益計算書は連結して

おります。

 (2) 非連結子会社は、㈱おかげさ

まの１社であり、中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微の

ため連結の範囲から除外して

おります。

 (2)     同左  (2) 非連結子会社は、㈱おかげさ

まの１社であり、連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微のため

連結の範囲から除外しており

ます。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数

３社(太平洋製糖㈱、関西製

糖㈱、南西糖業㈱)

２ 持分法の適用に関する事項

 (1)     同左

２ 持分法の適用に関する事項

 (1)     同左

 (2) 非連結子会社㈱おかげさま及

び関連会社㈱ナルミヤの投資

については、中間連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微のため

持分法を適用せず原価法によ

り評価しております。

 (2)     同左 

 

 (2) 非連結子会社㈱おかげさま及

び関連会社㈱ナルミヤの投資

については、連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微のため持分

法を適用せず原価法により評

価しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日は親会

社と同一であります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

連結子会社の決算日は親会社と

同一であります。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

ｂ その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券

同左

ｂ その他有価証券

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券

同左

ｂ その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原

価法

時価のないもの

移動平均法による原

価法

② デリバティブ取引
時価法

③ たな卸資産
移動平均法による原価法

② デリバティブ取引
同左

③ たな卸資産
同左

② デリバティブ取引
同左

③ たな卸資産
同左



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

① 有形固定資産
建物・構築物・機械及び
装置
……定額法。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

① 有形固定資産
建物・構築物・機械及び
装置
……定額法。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

① 有形固定資産
建物・構築物・機械及び
装置
……定額法。

車両及び運搬具・工具器
具及び備品 
……定率法。

車両及び運搬具・工具器
具及び備品 
……定率法。

車両及び運搬具・工具器
具及び備品 
……定率法。

なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。

建物及び 
構築物

３～50年

機械装置 
及び運搬具

４～13年

なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。

建物及び 
構築物

３～50年

機械装置 
及び運搬具

４～13年

なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。

建物及び 
構築物

３～50年

機械装置 
及び運搬具

４～13年

（会計方針の変更）

 法人税法の改正((所得税法等の一
部を改正する法律 平成19年3月30
日 法律第６号)及び(法人税法施行
令の一部を改正する政令 平成19年
3月30日 政令第83号))に伴い、当
中間連結会計期間から、平成19年4
月1日以降に取得したものについて
は、改正後の法人税法に基づく方法
に変更しております。 
 これによる損益に与える影響は軽
微であります。
（追加情報）

 当中間連結会計期間から、平成19
年3月31日以前に取得したものにつ
いては、償却可能限度額まで償却が
終了した翌年から５年間で均等償却
する方法によっております。 
これに伴い、前中間連結会計期間と
同一の方法によった場合と比べ、売
上総利益が32百万円、営業利益が33
百万円、経常利益が33百万円、税金
等調整前中間純利益が33百万円それ
ぞれ減少しております。

② 無形固定資産
ソフトウェア
……定額法(利用可能期

間５年)。

② 無形固定資産
同左

② 無形固定資産
同左

施設利用権 
……定額法。

③ 長期前払費用
均等償却。

③ 長期前払費用
同左

③ 長期前払費用
同左

 (3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に
備えるため、回収不能見込
額を計上しております。一
般債権は貸倒実績率法によ
っております。

 (3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金
従業員の賞与支出に充てる
ため、支給見込額に基づき
計上しております。

② 賞与引当金
同左

② 賞与引当金
同左

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当連結会計期間末において
発生していると認められる
額を計上しております。



  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10
年)による按分額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しております。

過去勤務債務については、
その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による按分額を
費用処理しております。 
数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10
年)による按分額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しております。

過去勤務債務については、
その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による按分額を
費用処理しております。 
数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10
年)による按分額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しております。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に
備えるため、内規に基づく
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。

④ 役員退職慰労引当金
同左

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に
備えるため、内規に基づく
当連結会計年度末において
発生していると認められる
額を計上しております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法
同左

(4) 重要なリース取引の処理方法
同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
 粗糖先物取引及び粗糖オプ
ション取引は繰延ヘッジ処理
を採用しております。金利ス
ワップ取引は特例処理の要件
を満たしているため特例処理
を採用しております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
 粗糖先物取引・粗糖オプシ
ョン取引及び為替予約取引は
繰延ヘッジ処理を採用してお
ります。金利スワップ取引は
特例処理の要件を満たしてい
るため特例処理を採用してお
ります。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 粗糖先物取引

及び粗糖オプ
ション取引・
金利スワップ
取引

ヘッジ対象 粗糖・借入金
の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 粗糖先物取引

及び粗糖オプ
ション取引・
為 替 予 約 取
引・金利スワ
ップ取引

ヘッジ対象 粗糖価格・外
貨建金銭債権
債務・借入金
の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

③ ヘッジ方針
 粗糖の価格変動リスクを回
避する目的で粗糖先物取引及
び粗糖オプション取引を行
い、借入金の金利変動リスク
を回避する目的で金利スワッ
プ取引を行っております。

③ ヘッジ方針
 粗糖の価格変動リスクを回
避する目的で粗糖先物取引及
び粗糖オプション取引を行
い、為替の変動リスクを回避
する目的で為替予約取引を行
っております。また、借入金
の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を行
っております。

③ ヘッジ方針
同左

④ ヘッジ有効性評価の方法
 粗糖先物取引及び粗糖オプ
ション取引については、ヘッ
ジ開始時から有効性判定時点
までの期間において、ヘッジ
対象の相場変動とヘッジ手段
の相場変動の累計を比較し、
その変動額の比率によって有
効性を評価しております。金
利スワップ取引は特例処理の
要件を満たしているため有効
性の判定を省略しておりま
す。

④ ヘッジ有効性評価の方法
粗糖先物取引・粗糖オプショ
ン取引及び為替予約取引につ
いては、ヘッジ開始時から有
効性判定時点までの期間にお
いて、ヘッジ対象の相場変動
とヘッジ手段の相場変動の累
計を比較し、その変動額の比
率によって有効性を評価して
おります。金利スワップ取引
は特例処理の要件を満たして
いるため有効性の判定を省略
しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (6) その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事
項

① 消費税等の会計処理
税抜方式を採用しておりま
す。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲
手許現金、要求払預金及び取得
日から３ヶ月以内に満期日の到
来する流動性の高い、容易に換
金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負
わない短期的な投資からなって
おります。

 (6) その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事
項

① 消費税等の会計処理
同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

同左

(6) その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事
項

① 消費税等の会計処理
同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「純資産の部」の合

計に相当する金額は9,715百万円で

あります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

 

―――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年 12月9日 企業会計基準第5号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は 

7,918百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

(役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

4号 平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結貸借対照表)

 「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「の

れん」として表示しております。

―――――

―――――

（中間連結損益計算書）
 前中間連結会計期間において、中間連結損益計算書 
上「販売費」及び「一般管理費」を区分表示してお 
りましたが、当中間連結会計期間より「販売費及び一 
般管理費」として一括掲記しております。なお、当中 
間連結会計期間における「販売費及び一般管理費」の 
主要な費目及び金額は、中間連結損益計算書の注記の 
（※１）に記載しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 
 「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間か
ら「のれん償却額」として表示しております。

―――― 

 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額

11,697百万円

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額

11,531百万円

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額

11,270百万円

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。

(担保資産)
建物及 
び構築 
物

4,053百万円(4,053百万円)

機械装 
置及び 
運搬具

2,655 〃 (2,655 〃 )

土地 1,346 〃 (1,346 〃 )

投資有 
価証券

6,669 〃

合計 14,725 〃 (8,056 〃 )

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。

(担保資産)
建物及 
び構築 
物

3,893百万円(3,893百万円)

機械装 
置及び 
運搬具

2,458 〃 (2,458  〃 )

土地 3,270 〃 (3,270  〃 )

投資有 
価証券

4,947 〃

合計 14,570 〃 (9,622  〃 )

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。

(担保資産)
建物及
び構築
物

3,937百万円(3,937百万円)

機械装
置及び
運搬具

2,602 〃 (2,602 〃 )

土地 3,270 〃 (3,270 〃 )

投資有
価証券

5,885 〃

合計 15,696  〃 (9,811 〃 )

 

(担保付債務)
短期借 
入金

1,178百万円(1,178百万円)

長期借 
入金

2,320 〃 (2,320 〃 )

合計 3,498 〃 (3,498 〃 )

 ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。

 上記の他、投資有価証券のう

ち60百万円は輸入糖調整金支払

保証の担保に供しております。

 

(担保付債務)
短期借 
入金

1,060百万円(1,060百万円)

長期借 
入金

2,560 〃 (2,560  〃 )

合計 3,620 〃 (3,620  〃 )

 ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。

 上記の他、有価証券のうち60

百万円は輸入糖調整金支払保証

の担保に、投資有価証券のうち

83百万円は取引証拠金の担保に

供しております。

 

(担保付債務)
短期借
入金

1,162百万円(1,162百万円)

長期借
入金

1,775 〃 (1,775 〃 )

合計 2,937 〃 (2,937 〃 )

 ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。

 上記の他、投資有価証券のう

ち60百万円は輸入糖調整金支払

保証の担保に、86百万円は取引

証拠金の担保に供しておりま

す。

 

3 偶発債務

連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金等に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。

太平洋製糖㈱ 2,727百万円
 

3 偶発債務

連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金等に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。

太平洋製糖㈱ 2,358百万円
 

3 偶発債務

連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金等に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。

太平洋製糖㈱ 2,542百万円

(※4) 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。

 なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。

受取手形 16百万円

支払手形 43 〃

(※4) 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。

 なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。

受取手形 22百万円

支払手形 63 〃

(※4) 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交 換日をも

って決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日

が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が、

期末残高に含まれておりま

す。 

 

 

受取手形   14百万円

支払手形  36  〃 



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

(※1)販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。

１ 販売費

製品保管輸送費 496百万円

販売促進奨励費 374 〃

２ 一般管理費

給料手当賞与金 231 〃

賞与引当金 
繰入額

86 〃

退職給付費用 25 〃

役員退職慰労 
引当金繰入額

15 〃

減価償却費 108 〃

 

 

(※1)販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。

製品保管輸送費 494百万円

販売促進奨励費 411 〃

給料手当賞与金 245 〃

賞与引当金
繰入額

60 〃

退職給付費用 14 〃

役員退職慰労
引当金繰入額

23 〃

減価償却費 103 〃

 

(※1)販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。

１ 販売費

製品保管輸送費 996百万円

販売促進奨励費 780 〃

２ 一般管理費

給料手当賞与金 589 〃

賞与引当金
繰入額

77 〃

退職給付費用 47 〃

役員退職慰労
引当金繰入額

31 〃

減価償却費 212 〃

(※2)   ――――― (※2)   ――――― (※2)大阪工場固定資産売却損の内

訳は、以下のとおりでありま

す。   

建物 126百万円

構築物 70百万円

機械及び装置 66百万円

工具器具及び備品 6百万円

土地 950百万円

計 1,219百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   1,666千株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元株式の市場への処分による減少  9,000千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 35,000,000 ― ― 35,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 8,144,265 1,666 9,000 8,136,931

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 149 5 平成18年３月31日 平成18年６月30日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 35,000,000 ― ― 35,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 8,137,028 ― ― 8,137,028

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 149 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1,763株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 子会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分 9,000株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 35,000,000 ― ― 35,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 8,144,265 1,763 9,000 8,137,028

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 149 5 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 149 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

(※1)現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び 
預金

1,698百万円

現金及び 
現金同等物

1,698百万円

 

(※1)現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び
預金

608百万円

現金及び
現金同等物

608百万円

(※1)現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び
預金

1,200百万円

現金及び
現金同等物

1,200百万円

 



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

社債 130 128 △1

計 130 128 △1

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

株式 4,471 14,207 9,736

債券

 社債 980 980 ―

計 5,451 15,187 9,736

区分

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

子会社株式及び関連会社株式

非上場株式 1,830

その他有価証券

非上場株式 66

計 1,896



(当中間連結会計期間末) 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

社債 130 128 △1

計 130 128 △1

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

株式 4,375 10,116 5,740

債券

 社債 980 989 9

計 5,355 11,105 5,749

区分

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

子会社株式及び関連会社株式

非上場株式 1,644

その他有価証券

非上場株式 66

計 1,711



次へ 

(前連結会計年度末) 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

社債 130 128 △1

計 130 128 △1

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

株式    4,460 12,000 7,540 

債券

 社債 980 980 0

計 5,440 12,981 7,541

区分

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

子会社株式及び関連会社株式
 

非上場株式 1,427

その他有価証券

非上場株式 66

計 1,493



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末) 

デリバディブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１ 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は、当中間連結会計期間末の先物相場の終値を使用しており、評価損益は中間連

結損益計算書に計上しております。 

  

２ 商品関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は、当中間連結会計期間末の先物相場の終値を使用しており、評価損益は中間連

結損益計算書に計上しております。 

  

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載しておりません。 

  

  

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

為替予約取引

売建・米ドル 9 ― 9 △0

買建・米ドル 9 ― 9 0

合計 ― ― ― △0

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

砂糖先物取引

売建 1,468 ― 1,141 327

買建 1,465 ― 1,131 △334

合計 ― ― ― △6



(当中間連結会計期間末) 

デリバディブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１ 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は、当中間連結会計期間末の先物相場の終値を使用しており、評価損益は中間連

結損益計算書に計上しております。 

  

２ 商品関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は、当中間連結会計期間末の先物相場の終値を使用しており、評価損益は中間連

結損益計算書に計上しております。また、契約額等はデリバティブ取引のリスクそのものを示す 

      ものではありません。 

  

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載しておりません。 

  

  

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

為替予約取引

売建・米ドル 182 ─ 177 5

買建・米ドル 182 ─ 177 △4

合計 ─ ─ ─ 0

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

砂糖先物取引

売建 128 ─ 131 △2

買建 112 ─ 116 3

合計 ─ ─ ─ 0



(前連結会計年度末) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１ 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は、当連結会計年度末の先物相場の終値を使用しており、評価損益は連結損益計

算書に計上しております。 

  

２ 商品関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は、当連結会計年度末の先物相場の終値を使用しており、評価損益は連結損益計

算書に計上しております。また、契約額等はデリバティブ取引のリスクそのものを示すものでは

ありません。 

  

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載しておりません。 

  

  

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

為替予約取引

売建・米ドル ─ ─ ─ ─

買建・米ドル 19 ─ 19 △0

合計 ─ ─ ─ △0

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

粗糖先物取引

売建 218 ─ 215 2

買建 665 ─ 637 △28

合計 ─ ─ ─ △25



(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

食品事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

 (1) 外部顧客に
対する売上高

13,140 407 13,547 ― 13,547

 (2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 13,140 407 13,547 ― 13,547

営業費用 12,750 324 13,074 344 13,419

営業利益 389 82 472 (344) 127

食品事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

 (1) 外部顧客に
対する売上高

12,295 408 12,703 ― 12,703

 (2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 12,295 408 12,703 ― 12,703

営業費用 11,880 328 12,209 347 12,557

営業利益 414 79 494 (347) 146



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

(注) １ 事業区分は、製品系列により決定しております。 

２ 各事業の主要製品 

 
３ 当中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は347百

万円(前中間連結会計期間344百万円、前連結会計年度661百万円)であり、親会社本社の管理部門に係る費用

であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、本邦以外の国又は地

域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、海外売上高が連結売

上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

食品事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

 (1) 外部顧客に
対する売上高

26,165 816 26,981 ― 26,981

 (2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 26,165 816 26,981 ― 26,981

営業費用 25,449 655 26,105 661 26,767

営業利益 715 160 875 (661) 214

事業区分 主要製品

食品事業 砂糖、オリゴ糖、サイクロデキストリン

その他事業 工場賃貸



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 358.21円 １株当たり純資産額 266.35円 １株当たり純資産額 294.91円

１株当たり中間純利益 66.72円 １株当たり中間純利益 14.48円 １株当たり当期純利益 48.26円

 

 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

 中間連結貸借対照表の純資産の

部の合計額

9,622百万円

 普通株式に係る純資産額

9,622百万円

 普通株式の発行済株式数

35,000,000株

 普通株式の自己株式数

8,136,931株

 １株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式の数

26,863,069株

２ １株当たり中間純利益

 中間連結損益計算書上の中間純

利益

1,792百万円

 普通株式に係る中間純利益

1,792百万円

普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳

該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

26,863,587株

 

 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

 中間連結貸借対照表の純資産の

部の合計額

7,155百万円

 普通株式に係る純資産額

7,155百万円

 普通株式の発行済株式数

35,000,000株

 普通株式の自己株式数

8,137,028株

 １株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式の数

26,862,972株

２ １株当たり中間純利益

 中間連結損益計算書上の中間純

利益

388百万円

 普通株式に係る中間純利益

388百万円

普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳

該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

26,862,972株

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

 連結貸借対照表の純資産の部の

合計額

7,922百万円

 普通株式に係る純資産額

7,922百万円

 普通株式の発行済株式数

35,000,000株

 普通株式の自己株式数

8,137,028株

 １株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式の数

26,862,972株

２ １株当たり当期純利益

 連結損益計算書上の当期純利益

1,296百万円

 普通株式に係る当期純利益

1,296百万円

 普通株主に帰属しない金額の主

 要な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

26,863,313株

(追加情報) 

 当中間連結会計期間から、改正後

の「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」(企業会計基準第２号

最終改正平成18年１月31日)及び

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第４号 最終改正平成18年

１月31日)を適用しております。 

 なお、前中間連結会計期間と同様

の方法により算定した当中間連結会

計期間の１株当たり純資産額は、

361.68円となります。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,025 501 1,120

 ２ 売掛金 1,092 982 936

 ３ 有価証券 (※2) ― 120 ─

 ４ 棚卸資産 2,297 1,746 1,814

 ５ 短期貸付金 3,832 397 317

 ６ その他 564 282 253

   流動資産合計 8,812 22.3 4,030 12.3 4,443 12.8

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産
(※ 
1,2)

 １ 建物 3,767 3,279 3,307

 ２ 構築物 778 649 667

 ３ 機械及び装置 2,656 2,462 2,607

 ４ 土地 6,155 4,402 4,402

 ５ その他 78 1,049 513

   有形固定資産計 13,437 34.0 11,844 36.2 11,497 33.1

(2) 無形固定資産 57 0.1 38 0.1 50 0.1

(3) 投資その他の資産

 １ 投資有価証券 (※2) 16,018 13,973 15,967

 ２ 長期貸付金 979 2,660 2,624

 ３ その他 218 175 190

   投資その他の資産計 17,216 43.6 16,810 51.4 18,783 54.0

   固定資産合計 30,710 77.7 28,693 87.7 30,331 87.2

   資産合計 39,523 100.0 32,723 100.0 34,775 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 777 132 385

 ２ 短期借入金 (※2) 14,138 14,620 14,972

 ３ 未払法人税等 1,324 201 202

 ４ 賞与引当金 43 33 39

 ５ その他 1,232 1,170 1,202

   流動負債合計 17,515 44.3 16,157 49.4 16,801 48.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 (※2) 5,845 4,905 4,710

 ２ 繰延税金負債 3,305 1,719 2,477

 ３ 退職給付引当金 1,359 1,375 1,317

 ４ 役員退職慰労引当金 109 140 125

 ５ その他 17 ─ ─

   固定負債合計 10,637 26.9 8,140 24.9 8,629 24.8

   負債合計 28,152 71.2 24,297 74.3 25,431 73.1

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,750 4.4 1,750 5.3 1,750 5.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 345 345 345

   資本剰余金合計 345 0.9 345 1.1 345 1.0

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 282 282 282

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 2,930 2,930 2,930

    繰越利益剰余金 2,252 1,667 1,525

   利益剰余金合計 5,464 13.8 4,879 14.9 4,737 13.6

 ４ 自己株式 △1,953 △4.9 △1,953 △6.0 △1,953 △5.6

   株主資本合計 5,606 14.2 5,021 15.3 4,879 14.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

5,764 14.6 3,404 10.4 4,464 12.9

   評価・換算差額等 
   合計

5,764 14.6 3,404 10.4 4,464 12.9

   純資産合計 11,371 28.8 8,425 25.7 9,344 26.9

   負債純資産合計 39,523 100.0 32,723 100.0 34,775 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日  
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日  
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日   
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,496 100 9,071 100 18,743 100

Ⅱ 売上原価 7,725 81.4 7,149 78.8 15,225 81.2

   売上総利益 1,770 18.6 1,922 21.2 3,517 18.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,544 16.2 1,693 18.7 3,110 16.6

   営業利益 226 2.4 228 2.5 407 2.2

Ⅳ 営業外収益 (※1) 144 1.5 179 2.0 210 1.1

Ⅴ 営業外費用 (※2) 124 1.3 141 1.6 270 1.4

   経常利益 245 2.6 266 2.9 348 1.9

Ⅵ 特別利益 (※3) 3,312 34.9 221 2.5 3,348 17.9

Ⅶ 特別損失 (※4) 557 5.9 7 0.1 1,889 10.1

   税引前中間(当期) 
   純利益

3,001 31.6 481 5.3 1,807 9.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,316 211 466

   法人税等調整額 △47 1,269 13.4 △22 189 2.1 335 802 4.3

   中間(当期)純利益 1,732 18.2 292 3.2 1,004 5.4



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,750 345 345

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 役員賞与

 中間純利益

 自己株式の取得

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 1,750 345 345

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 282 2,930 685 3,897 △1,953 4,039

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △149 △149 △149

 役員賞与 △15 △15 △15

 中間純利益 1,732 1,732 1,732

 自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 1,567 1,567 △0 1,567

平成18年９月30日残高(百万円) 282 2,930 2,252 5,464 △1,953 5,606

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,161 8,161 12,200

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △149

 役員賞与 △15

 中間純利益 1,732

 自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)

△2,396 △2,396 △2,396

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△2,396 △2,396 △829

平成18年９月30日残高(百万円) 5,764 5,764 11,371



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,750 345 345

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 中間純利益

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
 (百万円)

─ ─ ─

平成19年９月30日残高(百万円) 1,750 345 345

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 282 2,930 1,525 4,737 △1,953 4,879

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △149 △149 △149

 中間純利益 292 292 292

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 142 142 142

平成19年９月30日残高(百万円) 282 2,930 1,667 4,879 △1,953 5,021

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,464 4,464 9,344

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △149

 中間純利益 292

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)

△1,060 △1,060 △1,060

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,060 △1,060 △918

平成19年９月30日残高(百万円) 3,404 3,404 8,425



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,750 345 345

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注)

 役員賞与 (注)

 当期純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(百万円) 1,750 345 345

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 282 2,930 685 3,897 △1,953 4,039

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △149 △149 △149

 役員賞与 (注) △15 △15 △15

 当期純利益 1,004 1,004 1,004

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 839 839 △0 839

平成19年３月31日残高(百万円) 282 2,930 1,525 4,737 △1,953 4,879

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,161 8,161 12,200

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △149

 役員賞与 (注) △15

 当期純利益 1,004

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△3,696 △3,696 △3,696

事業年度中の変動額合計(百万円) △3,696 △3,696 △2,856

平成19年３月31日残高(百万円) 4,464 4,464 9,344



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

ｂ 子会社株式及び関連会社株

式

移動平均法による原価法

ｃ その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は、移動平均法により

算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券

同左

ｂ 子会社株式及び関連会社株

式

同左

ｃ その他有価証券

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券

同左

ｂ 子会社株式及び関連会社株

式

同左

ｃ その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ取引

 時価法

③ たな卸資産

 移動平均法による原価法

② デリバティブ取引

同左

③ たな卸資産

同左

② デリバティブ取引

同左

③ たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

建物・構築物・機械及び装

置

……定額法。

２ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

建物・構築物・機械及び装

置

……定額法。

２ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

建物・構築物・機械及び装

置

……定額法。

車両及び運搬具・工具器具

及び備品 

……定率法。

車両及び運搬具・工具器具

及び備品 

……定率法。

車両及び運搬具・工具器具

及び備品 

……定率法。

 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物・ 
構築物

３～50年

機械及び 
装置

４～13年

 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物・
構築物

３～50年

機械及び
装置

４～13年

 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物・ 
構築物

３～50年

機械及び 
装置

４～13年

（会計方針の変更）

法人税法の改正（(所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３

月30日 法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第83号)）

に伴い、当中間会計期間から、平

成19年４月１日以降に取得したも

のについては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響は

軽微であります。



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）

当中間会計期間から、平成19年

３月31日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで償却

が終了した翌年から５年間で均等

償却する方法によっております。

これに伴い、前中間会計期間と

同一の方法によった場合に比べ、

売上総利益が32百万円、営業利益

が33百万円、経常利益が33百万

円、税引前中間純利益が33百万

円、それぞれ減少しております。

 ② 無形固定資産

ソフトウェア

……定額法(利用可能期間５

年)。

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左

施設利用権

……定額法。

③ 長期前払費用

均等償却。

③ 長期前払費用

同左

③ 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、回収不能見込額を

計上しております。一般債権

は貸倒実績率法によっており

ます。

３ 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

 従業員の賞与支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上

しております。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

同左

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按

分額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しておりま

す。

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

  過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を費用処

理しております。

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按

分額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しておりま

す。

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生

していると認められる額を計

上しております。

  過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を費用処

理しております。

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按

分額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しておりま

す。



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

④ 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております

④ 役員退職慰労引当金

同左

④ 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当期

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。

４ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているた

め特例処理を採用しておりま

す。

５ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  金利スワップ

ヘッジ対象  借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っております。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため有効性の

判定を省略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

 税抜方式を採用しておりま

す。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は11,371百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

─────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は9,344百万円であ

ります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

期における財務諸表は、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― ――――― (子会社整理損） 

 当社の連結子会社である株式会社

横浜国際バイオ研究所は平成18年12

月に清算結了いたしました。これに

伴う追加損失額を財務諸表に計上い

たしました。 

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額

11,697百万円

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額

11,520百万円

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額

11,268百万円

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。

(担保資産)

建物 3,337百万円(3,337百万円)

構築物 716 〃 (716 〃 )

機械及 
び装置

2,655 〃 (2,655 〃 )

土地 1,346 〃 (1,346 〃 )

投資有 
価証券

6,669 〃

合計 14,725 〃 (8,056 〃 )

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。

(担保資産)

建物 3,249百万円(3,249百万円)

構築物 644 〃 (644 〃 )

機械及 
び装置

2,458 〃 (2,458 〃 )

土地 3,270 〃 (3,270 〃 )

投資有 
価証券

4,947 〃

合計 14,570 〃 (9,622 〃 )

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。

(担保資産)

建物 3,275百万円(3,275百万円)

構築物 662 〃 (662 〃 )

機械及
び装置

2,602 〃 (2,602 〃 )

土地 3,270 〃 (3,270 〃 )

投資有
価証券

5,799 〃

合計 15,610  〃 (9,811  〃 )

 

(担保付債務)
短期借 
入金

1,178百万円(1,178百万円)

長期借 
入金

2,320 〃 (2,320 〃 )

合計 3,498 〃 (3,498 〃 )

 ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。

 上記の他、投資有価証券のう

ち60百万円は輸入糖調整金支払

保証の担保に供しております。

 

(担保付債務)
短期借 
入金

1,060百万円(1,060百万円)

長期借 
入金

2,560 〃 (2,560 〃 )

合計 3,620 〃 (3,620 〃 )

 ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。

 上記の他、有価証券のうち60

百万円は輸入糖調整金支払保証

の担保に供しております。

 

(担保付債務)
短期借
入金

1,162百万円(1,162百万円)

長期借
入金

1,775 〃 (1,775 〃 )

合計 2,937 〃 (2,937 〃 )

 ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。

 上記の他、投資有価証券のう

ち60百万円は輸入糖調整金支払

保証の担保に供しております。

 

3 偶発債務

金融機関借入等に対する保証

債務

太平洋製糖㈱ 2,727百万円

㈱パールエー
ス

117百万円
 

3 偶発債務

金融機関借入等に対する保証

債務

太平洋製糖㈱ 2,358百万円

海外定期取引に対する保証債

務

㈱パールエー
ス

115百万円

 

3 偶発債務

金融機関借入等に対する保証

債務

太平洋製糖㈱ 2,542百万円

海外定期取引に対する保証債

務

㈱パールエー
ス

118百万円

4 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺し、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しており

ます。

4 消費税等の取扱い

同左

4    ―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(※1)営業外収益の主要項目

受取利息 31百万円

受取配当金 95 〃

(※1)営業外収益の主要項目

受取利息 32百万円

受取配当金 123 〃

(※1)営業外収益の主要項目

受取利息 72百万円

受取配当金 96 〃

(※2)営業外費用の主要項目

支払利息 97百万円

支払手数料 27 〃

(※2)営業外費用の主要項目

支払利息 114百万円

支払手数料 24 〃

(※2)営業外費用の主要項目

支払利息 213百万円

支払手数料 54 〃 

(※3)特別利益の主要項目
投資有価証券 
売却益

3,312百万円

(※3)特別利益の主要項目
投資有価証券
売却益

221百万円

(※3)特別利益の主要項目
投資有価証券 
売却益

3,304百万円

 

(※4)特別損失の主要項目

建物除却損 536百万円

投資有価証券 
評価損

8 〃

(※4)特別損失の主要項目
─────

(※4)特別損失の主要項目

大阪工場固定資
産売却損

1,219百万円

建物除却損 539 〃

子会社整理損 43 〃

たな卸資産
廃棄損

27 〃

5 減価償却実施額

有形固定資産 297百万円

無形固定資産 6 〃

5 減価償却実施額

有形固定資産 289百万円

無形固定資産 6 〃

5 減価償却実施額

有形固定資産 581百万円

無形固定資産 13 〃



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加   1,666株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加   1,763株 

  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

  

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 5,007,775 1,666 ― 5,009,441

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 5,009,538 ─ ─ 5,009,538

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,007,775 1,763 ─ 5,009,538



(有価証券関係) 

(前中間会計期間末) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(当中間会計期間末) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(前事業年度末) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 379.16円 １株当たり純資産額 280.94円 １株当たり純資産額 311.57円

１株当たり中間純利益 57.76円 １株当たり中間純利益 9.74円 １株当たり当期純利益 33.51円

 

 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

 中間貸借対照表の純資産の部の

合計額

11,371百万円

 普通株式に係る純資産額

11,371百万円

 普通株式の発行済株式数

35,000,000株

 普通株式の自己株式数

5,009,441株

 １株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式の数

29,990,559株

２ １株当たり中間純利益

 中間損益計算書上の中間純利益

1,732百万円

 普通株式に係る中間純利益

1,732百万円

普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳

該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

29,991,536株

 

 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

 中間貸借対照表の純資産の部の

合計額

8,425百万円

 普通株式に係る純資産額

8,425百万円

 普通株式の発行済株式数

35,000,000株

 普通株式の自己株式数

5,009,538株

 １株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式の数

29,990,462株

２ １株当たり中間純利益

 中間損益計算書上の中間純利益

292百万円

 普通株式に係る中間純利益

292百万円

普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳

該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

29,990,462株

 

 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

 貸借対照表の純資産の部の 

合計額

9,344百万円

 普通株式に係る純資産額

9,344百万円

 普通株式の発行済株式数

35,000,000株

 普通株式の自己株式数

5,009,538株

 １株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式の数

29,990,462株

２ １株当たり当期純利益

 損益計算書上の当期純利益

1,004百万円

 普通株式に係る当期純利益

1,004百万円

普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳

該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

29,991,033株



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第74期)

自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日
関東財務局長に提出。

(2) 
 

有価証券報告書 
      の訂正報告書

上記（１）有価証券報告書の訂正報告書
平成19年10月18日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月19日

塩水港精糖株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている塩水港精糖株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、塩水港精糖株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  野  信  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  内  田  英  仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原     明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月18日

塩水港精糖株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている塩水港精糖株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、塩水港精糖株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  野  信  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  内  田  英  仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  口  俊  夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月19日

塩水港精糖株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている塩水港精糖株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第74期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、塩水港精糖株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  野  信  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  内  田  英  仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原     明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月18日

塩水港精糖株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている塩水港精糖株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第75期事業年度の中

間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、塩水港精糖株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  野  信  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  内  田  英  仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  口  俊  夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。
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